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イ

ン
タ

ー

ン
シ

ッ
プ

の
さ
ら
な

る
広

が
り

稲
葉

大

（中
央
大

学
）

八
月

一
日
か
ら
二
週
間
、
私
は
独
立
行
政
法
人
日
本
学
生
支
援
機

構
の
イ

ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
に
参
加
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
し
た
。
私
は

来
春
よ
り
、
教
育
業
界
で
働
き
始
め
ま
す
。
社
会
人
と
し
て
働
き
始

め
る
前
に
、
就
職
先
の
業
界
と
た
い
へ
ん
関
わ
り
の
深
い
日
本
学
生

支
援
機
構
で
就
労
体
験
を
持

つ
こ
と
に
よ
る
自
身

の
視
野
の
拡
大
、

キ
ャ
リ

ア
形
成

へ
の
プ
ラ
ス
の
影
響
を
期
待
し
、
今
回
の
イ
ン
タ
ー

ン
シ
ッ
プ

へ
の
参
加
を
志
望
し
ま
し
た
。

今
回

の
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
の
内
容
は

「大
学
と
学
生
」

一
一
月

号
の
企
画
立
案
を
中
心
に
、
イ
ン
タ
ー
ン
生
に
強

い
や
り
が
い
を
感

じ
さ
せ
る
も
の
で
し
た
。
イ
ン
タ
ー
ン
生
に
裁
量
と
責
任
を
持
た
せ

る
工
夫
に
よ
り
、
社
会
人
の
厳
し
さ
と
共
に
楽
し
さ
も
知
る
こ
と
が

で
き
ま
し
た
。

ま
た
今
回
の
経
験
を
通
し
、
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
は
学
生
支
援
の

一
つ
で
あ
る
と
考
え
る
よ
う
に
な
り
ま
し
た
。
能
力
、
情
報
の
取
得
、

キ
ャ
リ
ア
形
成
な
ど
他
の
活
動
で
は
得
が
た
い
も
の
が
そ
こ
に
あ

っ

た
た
め
で
す
。

さ
て
、
多
く
の
企
業
、
官
公
庁
で
イ
ン
タ
ー
ン
生
の
受
け
入
れ
が

広
が
る
中
で
、
学
生
支
援
を
名
に
冠
す
る
日
本
学
生
支
援
機
構
が
イ

ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
を
行
う
よ
う
に
な

っ
た
こ
と
は
全
国
の
大
学
に
対

し
て
重
要
な
メ
ッ
セ
ー
ジ
を
持
つ
よ
う
に
思
い
ま
す
。

イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
に
学
生
を
送
り
出
す
大
学
は
非
常
に
多
く
見

ら
れ
ま
す
が
、
自
ら
が
イ
ン
タ
ー
ン
生
を
受
け
入
れ
て
い
る
大
学
は

ま
だ
少
数
で

一
般
的
で
は
な
い
と
聞
き
ま
す
。
職
場
と
し
て
の
大
学

も
、
学
生
の
キ
ャ
リ
ア
形
成
を
支
援
す
る
場
と
成
り
得
ま
す
し
、
大

学
で
就
労
体
験
を
持
つ
こ
と
を
希
望
す
る
学
生
は
少
な
か
ら
ず
存
在

し
ま
す
。
ま
た
大
学
が
イ
ン
タ
ー
ン
生
を
受
け
入
れ
る
こ
と
に
よ
り
、

教
職
員
に
は
な
い
よ
う
な
学
生
の
声
、
ア
イ
デ
ア
を
業
務
に
反
映
で

き
る
こ
と
、
大
学
職
員
と

い
う
職
業
に
対
す
る
認
知
度
が
高
ま
る
こ

と
、
な
ど
と
い
っ
た
大
学
側
の
メ
リ
ッ
ト
も
あ
る
こ
と
で
し
ょ
う
。

今
後
は
大
学
も
イ
ン
タ
ー
ン
生
の
受
け
入
れ
を
検
討
す
る
こ
と
に

な
る
の
で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
。

末
筆
・で
は
あ
り
ま
す
が
、
今
回
素
晴
ら
し
い
機
会
を
提
供
し
て
く

だ
さ

っ
た
、
日
本
学
生
支
援
機
構
の
み
な
さ
ま
、
ど
う
も
あ
り
が
と

う
ご
ざ
い
ま
し
た
。

資料

文部科学省よりお知らせ

文部科学省では、各大学等に対し、「平成18年度大学、短期大学及び高等専門学校

卒業予定者の就職 ・採用活動について」、以下の通知を発出した。

17文 科高第489号

各 国 公 私 立 大 学 長 平成17年10月18日

放 送 大 学 長殿

各国公私立短期大学長

各国公私立高等専門学校長

文部科学省高等教育局長

石 川 明

（印影印刷）

平成18年度大学、短期大学及び高等専門学校卒業予定者の

就職 ・採用 活動 につい て （通知）

標記 のこ とにつ いて、大学側 及び企業側 においてそれ ぞれ 「平成18年 度大学 、短期大学 及

び高等専門学校卒業予定 者に係る就職 につい て （申合せ）」 （別 紙1。 以下 「申合せ」 とい う。）

及び 「2006年度 ・新 規学卒者 の採 用選考に関す る企業の倫理憲 章 （別紙2。 以下 「倫理憲章」

とい う。）が定め られ、 これ らについて、双方 がそれぞれ尊重 に努 めるこ とが就職採用情報 交

換連絡会議 におい て確認 され ました。 （別紙3）

また、大学 側か ら企業 側 に対 し、採用 活動 に当た って、特 に理解 を求め る事柄 につい て

「平成18年度大学、短期大学及び高等専門学校卒業予定者に係る就職に関する要請」（別紙4。

以下 「要請」 とい う。） を行 うこととされま した。

つい ては、 これ らの趣 旨を踏 まえ、大学等卒 業予定者 の就 職 ・採用 活動の秩序 の確立 、正

常な学校教育と学生の学習環境の確保、就職機会の均等を期するとともに、学生の就職活動

が早期化す る ことな く、学生が 自己の能力 、適性 に応 じて適切 に職業 を選択 で きる よう、下

記の事項 に御留意の上 、学 生に対す る就職指導の一層の充実、強化 をお願い します。

記

1大 学側 の 「申合せ」 及 び企業側 の 「倫理憲 章」 等の趣 旨や内容 について、教 職員 はもと

より学生 に対 して も、研 修や ガイ ダンス の場 な ど様 々 な機会 や方法 を通 じて、周 知徹底す

る とともに、その趣 旨を踏 まえ、企業へ必要な働 きかけ を行 う等十全 の措置 をとること。

2大 学側 の 「申合せ」 及 び 「要請」 にお いて、本 人の資質 、能力 に関係 の ない形 式的理 由

に よる差別 を受 け るこ との ないよ う、学生 の応募書 類 につ いて は、大 学等指定書 類 とす る

よう企業側 に要請す る ことと しているが、大学等指 定書類 の うち、履 歴書及 び自己紹介書

について は、正 課外 の多様 な活動状 況 などを記載 する欄 を設 け るな ど、必要 に応 じ工夫 を

行 う こ と。

3職 業安定法第33条の2の 規定に基づき、大学等における就職業務担当者の明確化を図る

など、職業紹介体制を整備すること。また、教員を含め全学的な就職指導体制の整備に努

め る こ と。
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4学 生へ の就職指導 に当たって は、必 要 に応 じて、ハ ロー ワークやジ ョブ カフェな どの外

部関係機 関 との連携 を図る こと。 また、外 国人留学生 への就職指導 に当た っては、外 国人

雇 用サー ビスセ ンターとの連携 も図るこ と。

5採 用 内定につい ては、企 業等 の意思 表示 が文書 によ らない等不 明確 な場合 には、採用 内

定をめ ぐる トラブルが生 じる恐 れが あるので、適切 な指導 等を行 うよう努める こと。

別紙1

平成17年10月18日

就職問題懇談会

平成18年 度大学、短期大学及 び高等専 門学校卒 業予 定者に係 る

就職 について （申合せ）

国公 私立の大学 、短期大学 及び高等専 門学校 （以下 「大学等」 とい う。） で構成 する就職問

題 懇談会 は、平成18年 度 卒業予定者 の就 職活動 の秩序 を維持 し、正常 な学校教育 と学 生の学

習環境 を確保 する とともに、学生の就職 機会 の均 等 を期 するため、高等 学校卒業予定 者の就

職 活動 に も配慮 し、下記の とお り申 し合 わせ る。

なお、 この申合せ を行 うに当た り、大 学等 は、学生 に高い学力 と豊 かな人間性 を身に付 け

させた上 で卒業生 と して社 会に送 り出す とい う、本来果 たすべ き社 会的使 命 と責任 を十分認

識 する とと もに、その責務 を果たす ため、各大 学等 において全教職員 が協 力 し、全力 を挙 げ

てこれを実行す ることを確認す る。

記

1採 用 情報の開示 について

イ ンターネ ッ トによる採 用情報 の公 開や通 年採用 の拡 大等 に鑑 み、求人依頼文 書の発

送、求人票の受理及び公示の時期 は、各 大学等の 自主 的判 断によって行 う。

2就 職 ・採用活動の早期化への対応について

学校教育上重要な時期である卒業学年当初及びそれ以前は、学内及び学外で企業が実

施する採用選考のための 「企業説明会」に対して会場提供や協力を行わない。

また、この趣旨を踏まえ、この時期の学生に対する就職指導を適切に行う。

3学 校 推薦の取扱い につい て

学校推薦は、原則 と して7月1日 以 降 とす る。

4正 式内定開始 について

正式 内定 日は、10月1日 以降 である 旨学生 に徹底 する とともに、正式内定 に至 る まで

の間 において、複数の内 々定 の状態 が継 続 しない よう、学 生を指 導する。

5学 生の応募書類 について

学 生の応募 書類 は、 「大学 等指定 書類 （「履 歴書 ・写真 ・自己紹 介書』、 『成 績証 明書

《卒業 見込証 明書 を含 む》』）」 と し、企 業 に対 して、就 職差別 につ なが る恐 れ のあ る

「会社 指定書類」 《エ ン トリーシー ト等 を含 む》 、「戸籍 謄 （抄）本」、 「住民票」 等の提

出を求め ない よう要請す る。

6男 女雇用機会均等について

採用活動は、男女雇用機会均等法及びその指針の趣旨に則って行われるべきであり、

その旨を企業側に徹底するよう要請する。

7職 業観や勤労観の涵養 につ いて

学生個 々人の個性 や適性 に応 じた職業 を学 生 自ら選択 で きる能力 の育成や学習意欲 を

高め るため、学生 の職 業観 や勤労観 を涵養 す る ことは重要であ り、大学等 にお いては正

課教育 としての キャリア教育 やイン ター ンシップを推進 する。

8「 申合せ」の周知 について

各 大学等 は、学内の教 職員は も とよ り、学生へ の周知徹底 を図 る とともに、企 業等 に

求人依頼文書 を発 送す る際、 この 「申合せ」 を添付 し、その趣 旨の理解 を図る。

別紙2

2005年10月18日

2006年 度 ・新規学卒者 の採用選考 に関する企業の倫理憲章

（社） 日本経済団体 連合会

会 長 奥 田 碩

企業 は、 自己責任 原則 に基 づいて 自主 的に行 う、2006年 度大学 等新規学 卒者の採用 選考 に

あた り、下記 の点 を十分配慮 して行動す る。

記

1．正常な学校教育と学習環境の確保

採用選考活動にあたっては、正常な学校教育と学習環境の確保に協力し、大学等の学事

日程を尊重する。

2． 採用選考活動早期 開始の 自粛

在 学全期間 を通 して知性 、能力 と人格 を磨 き、社 会に貢献 で きる人材 を育成、輩 出する

高等 教育の趣 旨 を踏 まえ、学生が本 分で ある学業 に専 念す る十分 な時 間を確 保す るため 、

採用選 考活動の早 期開始 は 自粛す る。ま して卒業学年 に達 しない学生 に対 して、面接 な ど

実質的 な選考活動 を行 うことは厳 に慎 む。

3． 公平 ・公正な採用の徹底

公平 ・公正で透 明な採 用の徹底 に努 め、男女雇用機会均等法 に沿 った採用選考活 動 を行 う

の は もちろんの こ と、学生 の 自由 な就 職活動 を妨 げる行 為 （正 式内定 日前 の誓約書 要求な

ど） は一切 しない。 また大学所在地 による不利 が生 じぬよ う留意す る。

4． 情報の公開

学 生の就職機 会の均等 を期 し、落 ち着いて就職準備 に臨め るよ う、企 業情報 ならびに採

用情報 （説明会 日程 、採用 予定数、選 考スケ ジュール等 ） については 、可能な限 り速やか

に、適切 な方法 に より詳細 に公開す る。

5． 採用内定 日の遵守

正式 な内定 日は、10月1日 以降 とす る。

6． その他

大学院修士課程修了者の採用選考においても学習環境の確保に十分留意する。また高校

卒業者については教育上の配慮を最優先とし、安定的な採用の確保に努める。

以上

別紙3

平成18年 度大学、短期大学及び高等専 門学校卒業予定者の就職 ・採用活動 については、企業側

の 「倫理憲章」 と大学側の 「申合せ」 を双方が遵守 し、行動することを期待す る。

平成17年10月6日

（社）日本経済団体連合会専務理事

矢野 弘典

就職問題検討委員会委員長

武藤 元昭
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別紙4

平成17年10月18日
企業等採用責任者 各位

就職問題懇談会座長

平野 眞一
（名古屋大学長）

平成18年度大学、短期大学及び高等専門学校卒業予定者に係る

就職に関する要請

国公私立の大学、短期大学及 び高等専 門学校 （以下 「大学等」 とい う。）で構城す る就職問題懇

談会 においては、大学等卒業予定者の就職活動 の秩序 を維持 し、正常な学校教育 と学生の学習環

境 を確保す るとともに、学 生の就職機会の均等 を期す るため、別添の とお り 「申合せ」 を行い、

全国の大学等 に趣 旨の徹底 を図ってお ります。

大学等は、この 「申合せ」 を行 うに当た り、学生 に高い学力 と豊かな人間性 を身に付 けさせ た

上 で卒業生 として社会に送 り出す とい う、本来大学等が果たすべ き社会 的使命 と責任 を十分認識

するとともに、その責務を果 たすため、全教職員が協力 し、全力 を挙げてこれを実行 することを

確認 したところであ ります。

つ きましては、貴職におかれては、平成18年 度大学等卒業予定者の就職採用活動の秩序 を維持

す るため、上記 「申合せ」の内容について十分御理解いただ くとともに、採用活動に当たっては、

（社） 日本経済団体連合会で定める 「倫理憲章」の趣 旨に則 り、特 に下記事項 について御配慮 をい

ただきます ようお願いいたします。

記

！ 採用活動の早期化 とそれを要因 とす る長期化は、大学等の教育機能の低下 をまね くものであ

り、十分な教育 を受け得なかった学生を採用す ることは、企業 にとって も不利益 をもたらす こ

とになる。 したが って、卒業学年 に達 しない学生 に対する実質的な採用選考活動 を厳に慎 み、

採用選考活動を早期 に開始 しない とともに、可能 な限 り休 日や祝 日等、例 えば長期休暇期 間に

行 う等、大学等の教育活動 を尊重 した採用活動 を行 うこと。

2学 生の応募書類は、「大学等指定書類 （『履歴書 ・写真 ・自己紹介書』、『成績証明書 《卒業見

込証明書 を含む》』）」 とし、就職差別 につ なが る恐れのある 「会社指定書類」 《エン トリー シ
ー ト等を含 む》、「戸籍謄 （抄）本」、「住民票」等の提 出を求めないこと。

3男 女雇用機会均等法及びその指針の趣旨に則った採用活動を行うこと。

4採 用情報の提供に当たっては、求める人材の能力や資質を具体的に示 し、公平 ・公正 な公開

を徹底する とと もに、学校名や地域によ り就職情報 （情報誌、 ダイレク トメール等 を含 む）の

提供や採用選考に差異を設けない等、就職の機会均等について一層の改善 を図ること。

510月1日 以前 に内定承諾書、誓約書、連帯保証書の提 出を求める等 、学生の自由な就職活動

を妨げる拘束を行わないこ と。 また、内定後 に入社前研修等 を行 う場合 には、学生 の学修 に支

障がないよう配慮すること。

6学 生の職業観の育成や学習意欲 の喚起 を促す観点か ら、重要 な意義を有するイ ンター ンシッ

プについて、積極的に取 り入れていただきたいこと。

ただ し、インター ンシ ップは、教育の一環 として位置付 けられた就業体験であ り、採用選考

と直結 した受入れは本来の趣旨にそ ぐわない ものであることに留意 していただきたいこと。

お
知
ら
せ

「学
生
教
育
研
究
災
害
傷
害
保
険

・
学
研
災
付
帯
賠
償
責
任
保
険
大
学
説
明
会
」

及
び

「留
学
生
住
宅
総
合
補
償
説
明
会
」
開
催

◇

期
間

平
成

一
七
年
一
二
月
二
日

（金
）
～

一
二
月
二
一
日

（水
）

◇
主
催

財
団
法
人
日
本
国
際
教
育
支
援
協
会

（財
）
日
本
国
際
教
育
支
援
協
会
は
、
平
成

一
七
年
度

「学
生
教
育
研
究

災
害
傷
害
保
険

・
学
研
災
付
帯
賠
償
責
任
保
険
大
学
説
明
会
」
及
び

「留

学
生
住
宅
総
合
補
償
説
明
会
」
を
、
全
国
の
大
学

・
短
期
大
学
等
を
対
象

と
し
て
開
催
し
ま
す
。

こ
の
説
明
会
は
、
大
学
か
ら
の
要
望
に
よ
り
創
設
さ
れ
た
大
学

・
短
期

大
学
生
の
た
め
の
保
険
で
あ
る

「学
生
教
育
研
究
災
害
傷
害
保
険
」
及
び

「学
研
災
付
帯
賠
償
責
任
保
険
」
と
、
外
国
人
留
学
生
の
た
め
の
補
償
制

度
で
あ
る

「留
学
生
住
宅
総
合
補
償
」
に
つ
い
て
、
大
学

・短
期
大
学
等

の
関
係
者
の
理
解
を
深
め
、
制
度
の
充
実
発
展
を
期
す
る
た
め
、
毎
年
行

っ
て
い
ま
す
。

◇

参
加
対
象

『学
研
災

・付
帯
賠
責
』
…
全
大
学

・
短
期
大
学

『留
学
生
住
宅
総
合
補
償
』
…
全
大
学
・短
期
大
学
及
び
高
等
専
門
学
校
等

◇

説
明
内
容

①
事
業
の
現
況
②
事
務
体
制
の
変
更
に
伴
う
事
務
手
続
変
更
③
そ
の
他

◇

開催

日
程

・
一

二

月
二
日
（
金）

…

関東

甲信

越

（

会場
：

オ
リ
ン
ピ
ッ

ク

記念

青少

年
総
合
セ
ン

タ
ー
）

・
一

二

月
七
日
（

水）

…

東
海
・

北
陸
（
ホ
テ
ル
ル
ブ

ラ
王
山）

・
一
二

月
九
日
（
金）

…

近畿

（
兵

庫国

際交

流会

館）

・
一

二

月
一

三
日
（

火）

…

北
海
道
（
札

幌東

京海

上

日
動
ビ
ル
）

・
一

二

月
一

四
日
（

水）

…

東
北
（
仙
台

東京

海上

日動

ビ
ル
）

・
一

二

月
一

九
日
（

月）

…

九
州
・

沖
縄
（

福岡

東京

海
上
日
動
ビ
ル
）

・
一

二

月
二
〇

日
（

火）

…

中
国
（
広
島

東京

海上

日動

ビ
ル
）

・
一

二

月
二
一

日
（

水）

…

四
国
（
松
山

東京

海上

日動

ビ
ル
）

◇
開催

時
間

『
学

研災

・

付帯

賠責

』

…
一

三
：
〇
〇

～
一

四
：

三
〇

『
留

学生

住宅

総
合
補
償』

…
一

四
：

四
五
～
一

六
：
〇
〇

◇

問
い
合
せ
先

（
財）

日
本
国際

教育

支
援
協会

事業

部共

済
課

T
E

L
（
〇

三）

五
四
五

四
－

五
二

七
五
h
t
t
p
:
/
/
w
w
w
.
j
e
e
s
.
o
r
.
j
p
/


